
広報みなみふらの 2007.10 22

16,234千円支給実績
17年度

時間外
勤務手当

196千円職員１人当たり
平均支給年額

16,818千円支給実績
18年度

227千円職員１人当たり
平均支給年額

国の制度と
異なる内容

国の制度
との異同内容および支給単価区分

配偶者の
支給額　異

配偶者　　　　　　　  　　　　　　13,500円
配偶者以外の扶養親族
・２人目まで１人につき　　　　6,000円
・３人目以降１人につき　　　　5,000円
満16歳から満22歳の年度末までの間に
ある子１人につき5,000円加算

扶養
手当

住宅所有者
の支給額異

住宅所有者　　　　　　 　　　7,000円
借家・借間 月額12,000円を超える家賃を
支払っている職員（限度額27,000円）

住居
手当

同
交通機関利用者運賃等相当額（限度額55,000円）
自動車等使用者通勤距離に応じて

（2㎞以上）2,000円～24,500円

通勤
手当

参事、 　　
副参事職の
支給率　　

異

課長職　　　　　　　　給料月額の10％
課長補佐、主幹職　　　給料月額の  8％
参事職　　　　　　　　給料月額の  5％
副参事職　　　　　　　給料月額の  4％

管理職
手当

基準日　
支給方法
支給額　

異

基準日に在職する職員に対して一括支給
・扶養親族3人以上の世帯主　115,100円
・扶養親族2人までの世帯主　101,500円
・扶養親族のない世帯主　　　63,600円
・その他　　　　　　　　　　40,700円

寒冷地
手当

�昇給期間短縮の状況
１８年度１７年度

比率
Ｂ/Ａ

普通昇給期間（12月から２４月）を
短縮して昇給した職員数　Ｂ

職員数
Ａ

比率
Ｂ/Ａ

普通昇給期間（12月から２４月）を
短縮して昇給した職員数　Ｂ

職員数
Ａ

２．５％３人１２０人５．６％７人１２５人

�特別職の報酬等の状況（平成１８年４月１日現在）
期末手当給料月額区　分

4.20月分

620,000円町　　　長

580,000円助　　　役

530,000円教　育　長

期末手当報酬月額区　分

4.20月分

240,000円議　　　長

191,000円副　議　長

161,000円議　　　員

3,020千円支給実績

特殊勤務
手当
（18年度）

168千円支給職員１人当たり
平均支給年額

15.3％職員全体に占める
手当支給職員の割合

3手当の種類（手当数）

左記職員に対
する支給単価

主な支給
対象業務

主な支給
対象職員

給料月額の２％
　〃　   １０ ％
〃 　　６％

              
             
生活相談
介護
看護

特別養護
老人ホーム
・生活相談員
・介護士
・看護士

月額 ６，０００ 円保健指導保健師

死体一体 千円火葬作業火葬作業従事職員

�ラスパイレス指数の状況 （各年４月１日現在）

平成１３年
９７．９

平成１８年
９３．４

平成１３年
９６．１

平成１８年
９３．５

南富良野町 　　　　　全国町平均

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を
　１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指
　数です。

�４ページへ続く

�職員の手当の状況

国南富良野町区　分

期末手当
勤勉手当

退職手当

（平成18年度支給割合）（平成18年度支給割合）

勤勉手当期末手当勤勉手当期末手当

０．725月分１．４０月分 ６月期０．６月分１．４０月分 ６月期

０．725月分１．６０月分 １２月期０．６月分１．６０月分 １２月期

１．45 月分３．００月分 計１．２月分３．００月分 計

 職制上の段階、職務の級等
 による加算措置あり

 加算措置なし

（支給率）
自己都合

（支給率）
自己都合

23.50月分勤続２０年23.50月分勤続２０年

33.50月分勤続２５年33.50月分勤続２５年

47.50月分勤続３５年47.50月分勤続３５年

59.28月分最高限度額59.28月分最高限度額

勧奨・定年勧奨・定年

30.55月分勤続２０年30.55月分勤続２０年

41.34月分勤続２５年41.34月分勤続２５年

59.28月分勤続３５年59.28月分勤続３５年

59.28月分最高限度額59.28月分最高限度額

   その他の加算措置
   ・定年前早期退職特例措置
  　（2％～20％加算）
 

  その他の加算措置
  ・定年前早期退職特例措置
 　 （2％～20％加算）
  ・早期勧奨退職時特別昇給
 　 （2号俸～10号俸加算） 

平成１８年度 南富良野町人事行政の
　　　　　運営等の状況を公表します
条例に基づき、平成１８年度の人事行政運営の概要の状況について公表します。
地方公務員の給与は、国家公務員などの給与に準じて定められていますが、本町職員の給与は、行財政改
革の一環として、基本給など独自に削減を行っています。
人事行政とは、職員の任免、給与、勤務条件など町職員に適用される基準などの全般をいいます。
なお、詳しい給与・定員管理等については、町ホームページでもご覧になることができます。

�一般行政職の級別職員数の状況（平成１８年４月１日現在）
構成比職員数標準的な職務内容区分

0.0％0人定型的な業務を行う職務１級

1.4％1人相当高度の知識又は経験を必要とする
業務を行う職務２級

14.3％10人特に高度の知識又は経験を必要とする
業務を行う職務３級

32.9％23人係長の職務、主査の職務、主任の職務４級

8.6％6人

次長の職務
困難な業務を処理する係長の職務
困難な業務を処理する主査の職務
困難な業務を処理する主任の職務

５級

21.4％15人

課長補佐の職務、主幹の職務
特に困難な業務を処理する次長の職務
特に困難な業務を処理する係長の職務
特に困難な業務を処理する主査の職務

６級

15.7％11人
課長の職務、参事の職務
困難な業務を処理する課長補佐の職務
困難な業務を処理する主幹の職務

７級

5.7％4人特に困難な業務を処理する課長の職務
特に困難な業務を処理する参事の職務８級

�職員の任免および職員数に関する状況
�部門別職員数の状況（各年度４月１日現在）

主な増減理由対前年度
増減数

職 員 数
区 分

１８年度17年度
消防派遣１名含む△ 57469一 般 行 政 部 門

12122特別行政部門（教育）
△ 13130公営企業等会計部門

退職者不補充△ 5126121合 計
172172条 例 上 の 定 数

�事由別退職状況

合計死亡
退職

普通
退職

勧奨
退職

定年
退職区 分

9033318年度
5121117年度
4△1122増 減

�新規採用状況

人数区分

018年度
017年度
0増 減

�職員給与費の状況（各年度普通会計予算）

１人当たり
給与費 B/A

給　　　与　　　費
職 員 数 Ａ区 分

計 Ｂ期末勤勉手当職員手当給　料

588万3千円4億9,416万1千円1億1,828万7千円5,212万2千円3億2,375万2千円84人18年度

578万6千円5億  912万5千円1億2,144万9千円5,509万1千円3億3,258万5千円88人17年度
※1. 職員手当には退職手当を含みません。 2. 給与費は当初予算に計上された一般職に係る額です。

�職員の平均年齢および平均給与月額の状況
（一般行政職）（各年度４月１日現在）

平均給与月額平均給料月額平均年齢区 分

371,974円326,731円41.8歳18年度

362,682円323,954円42.0歳17年度
※平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、
　時間外手当などの諸手当の額を合計したものです。

�職員の初任給の状況　　　 （平成１８年４月１日現在）
国北 海 道南富良野町区 分

170,200円153,180円165,500円大学卒
一般行政職

138,400円124,560円134,600円高校卒

135,600円124,560円130,300円高校卒技能労務職

190,500円171,450円190,500円大学卒高 等 学 校
教 育 職 132,300円高校卒

186,700円165,500円大学卒看護・保健職

�職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
（平成１８年４月１日現在）

経験年数２０年経験年数1５年経験年数10年区 分

307,380円269,150円212,575円高校卒一 般 行 政 職

299,300円284,700円247,700円高校卒技 能 労 務 職

391,980円364,908円320,446円大学卒高等学校教育職

�人件費の状況（各年度普通会計決算）
人件費率 B/A人 件 費 Ｂ実 質 収 支歳 出 額 Ａ住民基本台帳人口区 分

20.4％7億6,299万7千円1,171万5千円37億3,981万2千円2,930人18年度

20.4％7億4,845万9千円668万2千円36億7,450万8千円2,984人17年度
※住民基本台帳人口は各年度末現在のものです。

�職員の給与の状況　　
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